
Copyright 2023 wastebox, Inc. Ｖｅｒ2.1 禁複製

J‐クレジット活用セミナー
【J-クレジットの創出･活用に向けた実務担当者向け】

森林分野のJ-クレジット創出について

株式会社ウェイストボックス
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内容
 ・森林分野におけるJ-クレジット制度の概要

 ・森林管理プロジェクトについて

 ・改定情報
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森林分野におけるJ-クレジット制度の概要
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・森林分野におけるクレジット創出のイメージ（森林経営活動）

方法論（制度事務局）を参考に作成
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森林分野におけるJ-クレジット制度の概要
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・森林分野におけるクレジット創出者はどんな団体？

・プロジェクト実施者の多くが県、市町
村、森林組合、公社等。

・一部エネルギー企業や、木材・林業に
に係りが深い企業の社有林を対象とし
たプロジェクト。

登録プロジェクト（制度事務局）を参考に作成
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森林分野におけるJ-クレジット制度の概要
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・森林分野については、森林管理よって吸収されたCO2を認証し、クレジッ
トが発行される。

・森林分野でのJ-クレジット制度では、追加性に加えて永続性要件を満たす
必要がある。

追加性

・クレジットは、放っておいては進まない吸収活動に由来するものでなければならない。
→ベースラインは、森林が継続されなかった場合の吸収量（＝0）であり、森林管理によって吸収
量が増加したものを対象とする。

・Ｊ－クレジットの認証対象は、コスト節減といった理由を超えて温暖化対策のために敢えて取
り組ま れた、経済・経営的見地からすれば余計な＝「追加的」な活動に限定される。

→森林経営活動プロジェクトでは、認証対象期間中（期間中に実施した主伐の後に再造林した林分につ
いては期間終了後10年間も含む）の収支が赤字の見通しであること。

→何れについても、経済的障壁のある蓋然性が高いと見込まれるため追加性の評価は不要とされる場
合があり、森林管理プロジェクトは次の3つの場合。
①森林経営活動で認証対象期間中に主伐の計画なし
②森林経営活動で認証対象期間中の主伐実施地の全てで再造林も計画されている
③植林活動および再造林活動

森林プロジェクトの概要（制度事務局）を参考に作成
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森林分野におけるJ-クレジット制度の概要
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・森林分野については、森林管理よって吸収されたCO2を認証し、クレジッ
トが発行される。

・森林分野でのJ-クレジット制度では、追加性に加えて永続性要件を満たす
必要がある。

永続性

・森林吸収クレジットは、過去の吸収実績に加え、未来における炭素固定の維持「永続性」が併せて担
保されなければならない。

→森林吸収クレジットは、例えば2021年度には森林が適切に施業管理されていたという事実の報告・検
証を踏まえて、2022年度以降に認証される。

→仮に、その森林の一部で2023年度に主伐が行われれば、主伐箇所で2021年度分の吸収量を認証さ
れた樹木はCO2吸収源としての森林から外れてしまうので、吸収した炭素を固定し続けることが担保
されなくなる。

• 森林経営活動に由来するクレジットの「永続性」は、対象森林において森林経営計画を、認証対象期
間（8～16年間）中から同期間終了10年後まで、最長26年間にわたって継続することによって担保。

→森林経営計画が上記期間中に（部分的にでも）継続されなかった場合、プロジェクト実施者は、非継続
となった箇所で認証されたクレジットを補填（取消または返納）する。

森林プロジェクトの概要（制度事務局）を参考に作成
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森林管理プロジェクトについて
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・森林管理プロヘクトに適用される方法論は以下の3つ
①：森林経営活動（FO-001）
②：植林活動（FO-002）
③：再造林活動（FO-003）

・2023年1月末時点の登録プロジェクトは①が68件。制度が発足した2013年度から2021年度までの9年
間で51件だったところ、2022年度に入ってから17件（33%）も急増。
・②は登録なし。森林ではなかった土地に植林して森林に変えられるような適地が殆どないため。
・③は2022年8月に策定された新方法論。すでに問い合わせ、登録に向けた動きあり。
・ ①②の対象は「森林経営計画」を策定している（策定する）森林（同計画により適切に管理されているこ
とを担保）。
・③の再造林活動は、地理的に点在する対象地について徐々に進められることが想定されるので、「一
体的なまとまりを持った森林において、計画に基づいた効率的な森林の施業と適切な森林の保護を通
じて、森林の持つ多様な機能を十分に発揮させること」を目的とする森林経営計画の策定は要件とされ
ない。同じ理由から③では、森林方法論では唯一、プログラム型プロジェクト（複数の活動を取りまとめ
て一つのプロジェクトとする形態。取りまとめる活動はプロジェクト登録後も随時追加可）も可。

森林プロジェクトの概要（制度事務局）を参考に作成
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森林管理プロジェクトについて
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・森林経営活動プロジェクトの対象となる森林および伐採木材は下表の通り。

森林プロジェクトの概要（制度事務局）を参考に作成
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森林管理プロジェクトについて
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・吸収量・排出量の算定対象について

・認証対象期間開始前に造林、植栽、保育または間伐を実施した育成林は、加えて認証対象期間開始
後に森林保護を実施した年度から吸収量算定可なので、早期の保護実施が望ましい。
・認証対象期間開始後に造林、植栽、保育または間伐を実施した育成林は、その年度から吸収量算定可
であり、追加的な保護実施は不要。 • 天然生林は、森林保護を実施した年度から吸収量算定可（認証対
象期間開始前は無関係）。
・主伐排出量は、主伐林齢までの蓄積を主伐年度に一括算定するので、森林の年々の成長に基づき算定
する吸収量に比べると面積あたり10倍以上大きく、吸収量を相殺してしまわないか注意が必要。
・主伐跡地に再造林した林分は、標準伐期齢（地域の標準的な主伐林齢）まで吸収量を再造林年度に一
括算定することも可（前生樹の主伐排出量が上限）だが、数十年にわたり林況報告が必要。
・伐採木材に係る吸収量は、認証対象期間開始後で出荷のあった年度に算定。

【森林の保護】
・森林病害虫の駆除及び予防
・鳥獣害の防止
・火災の予防

・境界確認及び森林の巡視

森林プロジェクトの概要（制度事務局）を参考に作成
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森林管理プロジェクトについて
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・吸収量・排出量の算定対象について①

・森林（伐採木材を除く）の地上部吸収量・排出量は、下表の〇印のパラメーターをタテに乗じて算定。
・地下部の量は、地上部の量に地下部率（『モニタリング・算定規程』から引用）を乗じる。
・実質的にモニタリングが必要なのは施業面積と幹材積成長量／幹材積についてのみ。
・他はデフォルト 値および定数で、プロジェクト計画書／モニタリング報告書の様式（エクセルファイル）に
樹種・林齢を入力すれば自動表示される。
・幹材積成長量／幹材積は都道府県作成の「収穫予想表」等から林齢別デフォルト値を引用（またはデ
フォルト値から算定）するだけだが、育成林については「収穫予想表」が樹種×地位（林地のもつ生産力
の良し悪しを数等級にランク分けした指数）別となっているので、地位の特定が必要。

森林プロジェクトの概要（制度事務局）を参考に作成
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森林管理プロジェクトについて
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・吸収量・排出量の算定対象について②

・施業面積は基本的にコンパス測量で実測。閉合差5/100又は座標値3m以下の精度を満たすこと。
・施業補助金を受給している場合は、受給の際に実施した実測の結果を使用できる（登録済みプロジェク
トの多くはこれを利用しており、Ｊ－クレジットのために実測しているケースは少ない）。
・コンパス測量以外でも、コンパス測量と同等の精度もしくは施業補助金の申請に必要な測量精度（閉合
差5/100等）を満たす方法は適用可で、オルソ画像による把握も認められる。

・育成林について特定が必要な地位は、単数または複数の小班から樹種別に30ha以内で設定したエリア
毎に特定すればよく、各エリアの平均的な場所にモニタリングプロット（一辺が最大樹高以上の方形等）を
設定して調査を実施。
・モニタリングプロットでの調査項目は①樹種②林齢③立木数④胸高直径（毎木）⑤樹高（胸高直径に基
づき選択された特定木10本程度）。②は、①が森林経営計画と異なる場合のみ特定。
・上記⑤から平均樹高を求め、地位指数曲線に代入して地位を特定。
・モニタリングプロットでの調査は、かつては実踏調査が必要だったが、航空機（ドローンを含む）からの
レーザ等による測定も認めるよう2021年8月末にルール改定。

森林プロジェクトの概要（制度事務局）を参考に作成
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森林管理プロジェクトについて
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・計画書・報告書への入力イメージ

・施業面積は、プロジェクト計画書・モニタリング報告書の「情報記入シート」に入力。
・特定された樹種×地位の「収穫予想表」等に記載された幹材積を「幹材積量算定シート」に入力すると幹
材積成長量（連続する林齢の幹材積量の差分）が「吸収量算定シート」に自動表示。
・他の係数は「情報記入シート」に入力した樹齢・林齢に基づき「吸収量算定シート」に自動表示され、 「吸収
量算定シート」各行の右端に林分毎×年度毎の吸収量が自動表示。

森林プロジェクトの概要（制度事務局）を参考に作成



Ｖｅｒ2.1 禁複製Copyright 2023 Wastebox, Inc.

改定情報（2022年8月10日～）
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・主伐を含む森林プロジェクトの吸収量・排出量計上の見直しイメージ

出典：J-クレジットの創出拡大 ー森林管理プロジェクトの制度見直しの概要（林野庁）
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改定情報（2022年8月10日～）
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・追加性の判定方法

出典：J-クレジットの創出拡大 ー森林管理プロジェクトの制度見直しの概要（林野庁）
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改定情報（2022年8月10日～）
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・伐採木材の炭素固定に係る吸収量

改定の概要：吸収量の認証申請に当たって、森林蓄積の増加に伴う生体バイオマスの増
加量に加え、プロジェクト実施地から製材用及び合板用として出荷される伐採木材（主伐
材・間伐材）の炭素固定量のうち、永続的とみなされる90年間にわたって固定され続ける
炭素固定量を算定対象に追加する。
改定の理由：これまでＪ－クレジット制度において算定対象とされていなかった伐採された
木材の炭素固定量について、永続性の担保等のクレジット制度の要求事項を踏まえて森
林吸収量として認証できるルールを導入することにより、建築用材等として利用可能な品質
の高い林木の育成を促すとともに、製材・合板向けの原木出荷量の増大に対してインセン
ティブを与えること。

出典：J-クレジットの創出拡大 ー森林管理プロジェクトの制度見直しの概要（林野庁）
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改定情報（2022年8月10日～）
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・伐採木材の炭素固定に係るクレジットの見込み量

出典：J-クレジットの創出拡大 ー森林管理プロジェクトの制度見直しの概要（林野庁）
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ご清聴ありがとうございました
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株式会社ウェイストボックス

〒460-0008 愛知県名古屋市中区栄2-6-1 RT白川ビル2階

電話：052-265-5902

FAX：052‐265‐5903

Email：info@wastebox.net


